
大阪広域環境施設組合告示第６号 

 人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成 27年条例第８号）第６条の規定によ
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１. 職員の任免及び職員数に関する状況 

 

 職員数につきましては、令和７年４月１日時点で 355人でしたが、令和８年４月１日時点

では 344人となり、差引 11人の減となりました。 

※ 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者を含み、臨時

的に任用された職員及び非常勤職員（定年前短時間勤務職員、暫定再任用短時間職員及びフ

ルタイム会計年度任用職員を除く）を除く。 

※ 大阪市、八尾市、松原市及び守口市からの派遣職員を除く。 

 

 

◎ 職員数  

（単位：人） 

 令和７年４月１日 令和８年４月１日 対前年増減数 

職員数 355 344 ▲11 

※ 令和８年４月１日の職員数のうち、暫定再任用職員のフルタイム勤務は 40人、定年

前短時間勤務は１人、会計年度任用職員のフルタイム勤務は１人となります。 

 

◎ 採用者数 

令和７年４月１日～令和８年３月 31日 

・技能職員 ８人 

・会計年度任用職員（フルタイム） １人 

 

◎ 退職者数 

（令和７年４月１日～令和８年３月 31日、単位：人） 

 定年退職 その他 合計 

常勤職員 ０ 11 11 

※ 会計年度任用職員の任期満了を含む。 

 

 任期切れ その他 合計 

暫定再任用職員 16 １ 17 
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２. 職員の人事評価の状況 

 

 職員の能力や勤務成績を正しく評価し、その結果に基づいて人事管理を行うことは、公務

能率や職員の勤務意欲の向上等の観点からも重要であります。 

 本組合においては職員の能力・実績について、より公正・公平性、客観性、納得性を重視

するとともに、組織目標を踏まえた各自の勤務実績を評価対象とする相対評価による人事

評価制度を導入し、年１回定期的に評価を実施しています。 

 評価制度に対する透明性や納得性の向上を図る観点から、評価基準等を職員に対して明

示するとともに、評価終了後の評価結果については、全職員本人へ開示しています。 

 また、評価・面談等の手続に関する苦情や評価結果に関する苦情については、苦情相談制

度を設け、事案に応じて適切な対応を行うこととしています。 

 その評価結果については、人事配置、昇任・昇格、分限等の人事管理上の公正な基礎資料

とするとともに、昇給・勤勉手当の給与処遇に反映しています。 

 

◎ 令和７年度人事評価結果 

（単位：人） 

分布割合 

合計 第１区分 

(５%) 

第２区分 

(20%) 

第３区分 

(他の区分に属

さない者) 

第４区分 

(評語がＢで絶

対評価点が 3.0

点未満の者) 

第５区分 

(評語がⅭ,Ｄ

の者) 

18 70 250 １ １ 
340 

5.3％ 20.6％ 73.5％ 0.3％ 0.3％ 

※ 各割合については、単位未満の端数を四捨五入しているため、条例の分布割合と一致しない

場合があります。 

※ 暫定再任用職員を含む。 

※ 大阪市、八尾市、松原市及び守口市からの派遣職員を除く。 

※ 会計年度任用職員を除く。 

 

条例の分布割合 

《参考》大阪広域環境施設組合職員基本条例第 14条第２項（抜粋） 

第１区分 第２区分 第３区分 第４区分 第５区分 

５％以内 ２０％以内 他の区分に属

さない者 

１０％以内 ５％以内 
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３. 職員の給与の状況 

 

（１）人件費の状況 

◎ 人件費の状況（令和７年度決算） 

（単位：千円） 

構成市住民基本台帳人口 

（令和８年３月 31 日現在） 

歳出額 

（A) 

人件費 

（B) 

人件費率 

（B／A) 

3,314,491 人 23,713,565 3,749,960 15.81% 

 

 

（２）職員給与費の状況 

◎ 職員給与費の状況（令和７年度決算） 

（単位：千円） 

職員数（A) 

給与費 
一人当たり 

給与費 

給料 職員手当 
期末・ 

勤勉手当 
計（B) （B／A） 

444 人 (15 人) 1,496,002 600,981 745,302 
 

2,842,285 6,402 

※1 職員手当には退職手当及び児童手当は含まない。 

※2 （  ）内は、再任用短時間勤務職員で内数。 

※3 職員数には大阪市、八尾市、松原市及び守口市からの派遣職員を含む（令和７年 10 月１

日現在）。 

 

 

（３）職員の平均年齢及び平均給料月額の状況 

◎ 職員の平均年齢及び平均給料月額の状況（令和８年４月１日現在） 

区分 平均年齢 平均給料月額 

一般行政職 47.8歳 341,897 円 

技能労務職 53.4歳 288,974 円 
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（４）職員の主な学歴別の初任給の状況 

◎ 職員の主な学歴別の初任給の状況（令和８年４月１日現在） 

（単位：円） 

区分 初任給 

一般行政職 
大学卒 218,900 

高校卒 196,400 

技能労務職 高校卒 194,900 

 

 

（５）級別の職員数等の状況 

① 級別の職員数等の状況 一般行政職（令和８年４月１日現在） 

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 

標準的な 

職務内容 
係員 

高度業務 

の係員 
主務 係長 課長代理 課長 部長 事務局長 

職員数

（人） 
６ 21 43 25 10 10 2 1 

構成比

（％） 
5.1% 17.8% 36.4% 21.2% 8.5% 8.5% 1.7% 0.8% 
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② 昇給への勤務成績の反映状況 

令和８年度における昇給への勤務実績の反映状況については、次のとおりです。 

一般行政職 

課長級以下の職員（令和８年４月１日現在） 

【54歳以下】 

  課長級 課長代理級 係長級 
係員 

（３級） 

係員 

（２級） 

係員 

（１級） 

第１区分 6 号給 5 号給 5 号給 5 号給 5 号給 

第２区分 5 号給 5 号給 5 号給 5 号給 5 号給 

第３区分 4 号給 4 号給 4 号給 4 号給 4 号給 

第４区分 3 号給 3 号給 3 号給 3 号給 3 号給 

第５区分 
C 

0 号給 0 号給 0 号給 0 号給 0 号給 
D 

 

【55歳以上】 

  課長級 課長代理級 係長級 
係員 

（３級） 

係員 

（２級） 

係員 

（１級） 

第１区分 1 号給 1 号給 1 号給 

第２区分 1 号給 1 号給 1 号給 

第３区分 0 号給 0 号給 0 号給 

第４区分 0 号給 0 号給 0 号給 

第５区分 0 号給 0 号給 0 号給 

 

 

（６）職員の学歴別・経験年数別の平均給料月額の状況 

職員の学歴別・経験年数別の平均給料月額の状況（令和８年４月１日現在） 

 

（注）職員数が３人以下である経験年数については記載していません。 

（単位：円）

10年 15年 20年

－

高校卒 平均 － － －

経験年数
区分 学歴

技能労務職

一般行政職

大学卒 平均 － － －

平均 － －中学卒

高校卒 平均 － － －
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（７）期末・勤勉手当の状況 

① 課長級以上の職員 

 

 

 

 

② 課長代理級以下の職員 

 

 

 

６月期 1.0500
月
分

1.2500
月
分

2.3000
月
分

1.0500
月
分

1.2500
月
分

2.3000
月
分

12月期 1.0750
月
分

1.2750
月
分

2.3500
月
分

1.0750
月
分

1.2750
月
分

2.3500
月
分

計 2.1250
月
分

2.5250
月
分

4.6500
月
分

2.1250
月
分

2.5250
月
分

4.6500
月
分

令和８年度 ６月期 1.0625
月
分

1.2625
月
分

2.3250
月
分

1.0625
月
分

1.2625
月
分

2.3250
月
分

区分

有

国

期末 勤勉 計

有

期末 勤勉 計

大阪広域環境施設組合

令和７年度

職制上の段階、職務の級等による加算措置

６月期 1.2500
月
分

1.0500
月
分

2.3000
月
分

1.2500
月
分

1.0500
月
分

2.3000
月
分

12月期 1.2750
月
分

1.0750
月
分

2.3500
月
分

1.2750
月
分

1.0750
月
分

2.3500
月
分

計 2.5250
月
分

2.1250
月
分

4.6500
月
分

2.5250
月
分

2.1250
月
分

4.6500
月
分

令和８年度 ６月期 1.2625
月
分

1.0625
月
分

2.3250
月
分

1.2625
月
分

1.0625
月
分

2.3250
月
分

令和７年度

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 有

区分
大阪広域環境施設組合 国

期末 勤勉 計 期末 勤勉 計
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<参考>勤勉手当への勤務実績の反映状況

勤勉手当の支給割合については、下記のとおり勤務実績を反映したものとしています。

令和８年度

６月期 12月期 ６月期

1 1.722 0.635 1 1.7445
2 1.460 0.630 2 1.4775
3 1.198 0.625 3 1.2105
4 1.011 0.561 4 1.0235

C 0.861 0.522 C 0.8735
D 0.748 0.501 D 0.7605

1 1.722 0.635 1 1.7445
2 1.460 0.630 2 1.4775
3 1.198 0.625 3 1.2105
4 1.011 0.561 4 1.0235

C 0.861 0.522 C 0.8735
D 0.748 0.501 D 0.7605

1 1.637 0.635 1 1.6595
2 1.425 0.630 2 1.4425
3 1.213 0.625 3 1.2255
4 1.026 0.561 4 1.0385

C 0.876 0.522 C 0.8885
D 0.763 0.501 D 0.7755

1 1.138 0.529 1 1.1505
2 1.107 0.527 2 1.1195
3 1.063 0.525 3 1.0755
4 0.988 0.498 4 1.0005

C 0.938 0.484 C 0.9505
D 0.900 0.476 D 0.9125

1 1.138 0.529 1 1.1505
2 1.107 0.527 2 1.1195
3 1.063 0.525 3 1.0755
4 0.988 0.498 4 1.0005

C 0.938 0.484 C 0.9505
D 0.900 0.476 D 0.9125

1 1.138 0.529 1 1.1505
2 1.107 0.527 2 1.1195
3 1.063 0.525 3 1.0755
4 0.988 0.498 4 1.0005

C 0.938 0.484 C 0.9505
D 0.900 0.476 D 0.9125

1 1.138 0.529 1 1.1505
2 1.107 0.527 2 1.1195
3 1.063 0.525 3 1.0755
4 0.988 0.498 4 1.0005

C 0.938 0.484 C 0.9505
D 0.900 0.476 D 0.9125

1 1.138 0.529 1 1.1505
2 1.107 0.527 2 1.1195
3 1.063 0.525 3 1.0755
4 0.988 0.498 4 1.0005

C 0.938 0.484 C 0.9505
D 0.900 0.476 D 0.9125

1 1.162 0.529 1 1.1565
2 1.123 0.527 2 1.1235
3 1.067 0.525 3 1.0765
4 0.988 0.498 4 1.0005

C 0.938 0.484 C 0.9505
D 0.900 0.476 D 0.9125

1 1.162 0.529 1 1.1565
2 1.123 0.527 2 1.1235
3 1.067 0.525 3 1.0765
4 0.988 0.498 4 1.0005

C 0.938 0.484 C 0.9505
D 0.900 0.476 D 0.9125

1 1.162 0.529 1 1.1565
2 1.123 0.527 2 1.1235
3 1.067 0.525 3 1.0765
4 0.988 0.498 4 1.0005

C 0.938 0.484 C 0.9505
D 0.900 0.476 D 0.9125

-

5

-

5

5

-

5

-

5

-

5

-

5

-

5

-

5

-

5

評価区分
反映
方法

-

5

-

技能労務職
（１級）

係長

係員
（２級）

技能労務職
（２級）

技能労務職
（３級）

5

5

令和７年度

事務局長

職員区分

部長

5

5

-

評価区分
反映
方法

-

課長

課長代理

係員
（３級）

係員
（１級）

5

-

-

-

-

-

-

-

5

5

5

-

-

5

5

5
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（８）諸手当の状況 

① 特殊勤務手当（令和８年４月１日現在） 

 

 

② その他の手当（令和８年４月１日現在） 

 

名称 内容 単価

高所作業手当
10ｍ以上の高所かつ、転落防止のための柵等がない箇所での作
業

日額
10ｍ以上：220円
20ｍ以上：320円

汚水内作業手当
工場における受水槽、灰出装置、排ガス洗浄装置又は排水処理
装置内の排泥作業（汚水に浸かって行う作業のみ）

日額 770円

取締折衝等業務手当
暴力的な行為により業務の執行を妨げる者に対して行う現場に
おける折衝等の業務

日額 550円

廃棄物等処理作業手当 工場の廃棄物焼却業務（廃棄物に直接接触して行う業務のみ） 日額 720円

緊急対策業務等手当

水害、地震、津波又は大規模な火災、爆発等により市民の生活
に重大な支障を来す事態が生じた場合等に、緊急に行うその対
策業務等（風水害の場合は、暴風警報、大雨警報、大津波警報
又は津波警報の下で行う応急作業）

日額
通常：720円

日没～日出：1,080円

災害応急作業等派遣手当
地震、津波又は大規模な火災、爆発等が発生した区域に派遣さ
れて行う災害応急対策又は災害復旧のための作業又は業務

日額
通常：1,080円
深夜：1,620円

外国勤務手当
外国に所在する公署における勤務を命ぜられ、その命令に係る
業務

月額
国の在勤手当額を基準として

支給

区分 内容

局部長級  0円

課長級 　 0円

課長代理級以下  0円

13,000円

+5,000円

局部長級 0円

課長級 3,500円

課長代理級以下 6,500円

地域手当
民間賃金の高い地域に勤務する職員

に支給

支給額

職員と生計を一にし、かつ主として

その職員の収入により生計を維持す

る者（扶養親族）のある職員に対し

て支給

(給料＋扶養手当＋管理職手当）×16／100

子(22歳年度末まで)

加算額(16歳年度初めから22歳年度末

まで)

その他

・孫、弟妹(22歳年度末まで)

・父母、祖父母(60歳以上)

・心身に著しい障害がある親族

扶養手当

月

額

配偶者(内縁関係を含む)

月

額
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区分 内容

家賃が10,000円を超え

11,500円以下の場合
1,500円

家賃が11,500円を超え

21,500円までの場合

家賃が21,500円を超える

場合

片道2㎞未満 0円（ただし特例あり）

2㎞以上

5㎞未満
2,000円

5㎞以上

10㎞未満
4,200円

10㎞以上

15㎞未満
7,300円

15㎞以上

20㎞未満
10,400円

20㎞以上

25㎞未満
13,500円

25㎞以上

30㎞未満
16,600円

30㎞以上

35㎞未満
19,700円

35㎞以上

40㎞未満
22,800円

40㎞以上

45㎞未満
25,900円

45㎞以上

50㎞未満
29,100円

50㎞以上

55㎞未満
32,300円

55㎞以上

60㎞未満
35,500円

60㎞以上 38,700円

2,700円

自ら居住するため住居を借り受け、月額10,000円を超える家賃を

支払っている職員

家賃－10,000円

（100円未満切捨）

{（家賃－21,500円）×

1/2}＋11,500円

※{}の上限16,500円（市内

特例19,000円）

上記により算出した額の

1/2

６箇月定期券の価額を基本

とした運賃に相当する額

１月につき、使用距離に応

じた額

職員の通勤費に対して支給
月

額

住居手当 職員の住居費の一部を補うため支給

単身赴任手当を支給される職員で、配

偶者等が居住するための住居を借り受

け、月額10,000円を超える家賃を支

払っている職員

月

額

支給額

①通勤のため交通機関等を利用する職

員

②通勤のため、自転車等の交通用具を

使用する職員

通勤手当

③通勤のため、交通用具（原動機付き

自転車、自動二輪車、自動車）を使用

し、認定経路上または職場周辺の駐車

場等を利用する職員

上限　5,000円

（加算）身体障がいのため歩行するこ

とが著しく困難な職員に対する特例
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区分 内容

30,000円

100㎞以上

300㎞未満
8,000円

300㎞以上

500㎞未満
16,000円

500㎞以上

700㎞未満
24,000円

700㎞以上

900㎞未満
32,000円

900㎞以上

1,100㎞未満
40,000円

1,100㎞以上

1,300㎞未満
46,000円

1,300㎞以上

1,500㎞未満
52,000円

1,500㎞以上

2,000㎞未満
58,000円

2,000㎞以上

2,500㎞未満
64,000円

2,500㎞以上 70,000円

一般

事務局長 145,000円

部長 121,000円 93,000円

課長等（特

に 重要）
91,000円 64,000円

課長、担当

課長、工場

長

83,000円 61,000円

夜間勤務手当

所定の勤務時間として午後10時から

翌日の午前５時までの間に勤務した

職員に支給

宿日直手当
宿日直勤務を命ぜられ勤務した職員

に支給

再任用

111,000円

距離区分に応じた額

〃（午後10時から翌日の午前５時までの勤務）

160/100（※175/100）

月

額

管理職手当

管理又は監督の地位にある職員に対

して、その職務の特殊性に基づき支

給

超過勤務手当

所定の勤務時間以外の時間に勤務す

ることを命ぜられ勤務した職員に対

して支給

6,100円

※１月の合計が60時間を超える場合、その超える時間における支

給割合については括弧書きの割合、若しくは、時間外勤務時間数

に換算率を乗じた時間の代替休

勤務１時間当たりの給与額×25/100

勤務１時間当たりの給与額×支給割合

支

給

割

合

所定の勤務時間が割り振られた日における勤務

125/100（※150/100）

〃（午後10時から翌日の午前５時までの勤務）

150/100（※175/100）

月

額

１

回

１

時

間

１

時

間

上記以外の勤務

135/100（※150/100）

単身赴任手当

支給額

基本額

（加算）職員の住居と配偶者の住居と

の距離が100㎞以上ある場合

公署異動又は公署移転に伴い、住居

を移転し、父母の疾病などやむを得

ない事情により、同居していた配偶

者と別居することとなった職員で、

当該異動等の直前の住居から当該異

動等の直後に在勤する公署に通勤す

ることが困難であると認められるも

ののうち、単身で生活することを常

況とする職員に支給
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（９）退職手当の状況 

◎ 退職手当の状況（令和８年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

区分 内容

事務局長

休日

６時間まで12,000円

６時間超　18,000円

部長

休日

６時間まで10,000円

６時間超　15,000円

課長級

休日

６時間まで8,500円

６時間超　12,750円

事務局長

休日

６時間まで11,000円

６時間超　16,500円

部長

休日

６時間まで9,000円

６時間超　13,500円

課長級

休日

６時間まで7,500円

６時間超　11,250円

在宅勤務手当

職員の住居その他これに準ずる場所

において、所定の勤務時間(休暇によ

り勤務しない時間その他これに準ず

る時間を除く。）の全部を勤務する

ことを3ヶ月以上の期間について1ヶ

月あたり平均10日を超えて命令され

た場合に支給

3,000円

勤務日深夜

6,000円

勤務日深夜

5,000円

月

額

管理職員特別勤務手当

管理又は監督の地位にある職員に対

して、臨時又は緊急の必要その他の

公務の運営の必要により、所定の勤

務時間が割り振られた日以外の日に

勤務した場合又は所定の勤務時間が

割り振られた日の午前０時から午前

５時までの間であって所定の勤務時

間以外に勤務した場合に支給

支給額

再

任

用

1

回

一

般

勤務日深夜

4,300円

勤務日深夜

5,500円

勤務日深夜

4,500円

勤務日深夜

3,800円

自己都合 定年・推奨 自己都合 定年・推奨

最高限度 44.7795月分 47.709月分 47.709月分 47.709月分

勤続20年 19.6695月分 24.586875月分 19.6695月分 24.586875月分

勤続25年 28.0395月分 33.27075月分 28.0395月分 33.27075月分

勤続35年 39.7575月分 47.709月分 39.7575月分 47.709月分

大阪広域環境施設組合 国
区分

支給率
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４. 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

（１）勤務時間 

 

※ 上記の勤務時間、休憩時間、休日については、勤務形態・業務の都合等により異なる場合

がある。 

 

（２）休暇 

 休暇については、原則として年間 20日の年次有給休暇が与えられるほか、病気休暇、介

護休暇、介護時間及び下表等の特別休暇があります。     （令和８年４月１日現在） 

特別休暇の種類 付与日数 

分べん（産前産後）休暇 16 週間 

生理休暇 1 回につき 2 日以内（年 13 回以内） 

結婚休暇 5 日以内 

忌引休暇 7 日以内 

配偶者分べん休暇 2 日以内 

子の看護等休暇 5 日以内（対象の子が 2 人以上の場合は 10 日以内） 

夏季休暇 5 日以内 

妊娠障害休暇 14 日以内 

出生サポート休暇 5 日以内（頻繁な通院を要する場合は 10 日以内） 

骨髄提供（ドナー）休暇 必要な期間 

ボランティア休暇 5 日以内 

交通制限・遮断、不可抗力の事故等 必要な期間 

選挙権等の行使 必要な期間 

【1直勤務】
8:45～17:15
(休憩45分)
【2直勤務】

16:15～翌9:15
(休憩90分)

土曜・日曜・祝日(1月1日除
く)相当日数を指定した日・
12月29日～1月3日

土曜・日曜・祝日・
12月29日～1月3日

あべのルシアス庁舎
9:00～17:30
(休憩45分）

焼
却
工
場 ※直勤務

勤 務 時 間 休    日

土曜・日曜・祝日・
12月29日～1月3日

8:30～17:00
(休憩45分)

北 港 事 務 所

普通勤務
8:45～17:15
(休憩45分)

土曜・日曜・祝日・
12月29日～1月3日
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特別休暇の種類 付与日数 

非常災害による住居の滅失・損壊等 7 日以内 

裁判員、証人、参考人等としての国

会、裁判所等への出頭 
必要な期間 

育児参加休暇 5 日以内 

育児時間休暇 1 日 2 回・90 分以内 

短期介護休暇 5 日以内（要介護者が 2 人以上の場合は 10 日以内） 

 

５. 職員の休業の状況 

 

◎ 令和７年度の状況 

休業の種類 件  数 

育児休業 ３ 

部分休業 該当なし 

自己啓発等休業 該当なし 

配偶者同行休業 該当なし 

※ 大阪市、八尾市、松原市及び守口市からの派遣職員を含む。 

 

６. 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 

 分限処分は、公務能率の維持向上を目的として行われる処分であるのに対し、懲戒処分は、

職員の非違行為に対して道義的責任を問うて、公務における規律と秩序の維持を目的とし

て行われる処分です。 

 令和７年度の分限処分件数は６件、懲戒処分件数は１件となっています。 

 

◎ 令和７年度分限処分者数※1                   （単位：人） 

降任 免職 
休職 

降給 合計 
起訴休職 病気休職 進学休職 

０ ０ ０ ６ ０ ０ ６ 

※1 大阪市、八尾市、松原市及び守口市からの派遣職員を除く。 

◎ 令和７年度懲戒処分者数※2                   （単位：人） 

免職 
停職 

減給 戒告 合計 
３月以上 ３月未満 

０ ０ ０ １ ０ １ 

※2 大阪市、八尾市、松原市及び守口市からの派遣職員を含む。 
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７. 職員の服務の状況 

 

 すべての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のため、常に全力を挙げて職務の遂行に

専念しなければなりません。 

 そのため、職員に対しては、法令及び上司の職務上の命令に従う義務、職務上知り得た秘

密を守る義務、争議行為及び信用失墜行為の禁止、政治的行為及び営利企業等の従事の制限

等、民間企業の勤労者とは異なり、服務上の様々な制約が課されています。 

 こうした服務規律の確保に向け、本組合では、機会を捉えて服務規律の確保の周知徹底を

図るとともに、年末等の節目に綱紀保持の通知を行うなど、職員一人ひとりに対し十分注意

を喚起し、適切な指導に努めています。 

 なお、平成 26 年度に職員基本条例を制定し、適正かつ迅速に懲戒処分を行うとともに、

職員の政治的行為の制限に関する条例を制定することで、本組合職員の政治的中立性を保

障し、本組合の行政の公正な運営を確保することとしています。 

 

 

８. 職員の退職管理の状況 

 

本組合では、職員の退職管理の適正化を図り、公務の公正性及び市民の信頼を確保するこ

とを目的として職員の退職管理に関する条例及び職員の退職管理に関する規則を制定し、

職員の再就職等の適正な管理に取り組んでいます。 

具体的には、職員による再就職のあっせんの禁止並びに再就職者による働きかけの禁止

を定めるとともに、届出をしなかった者や虚偽の届出をした者は、10 万円以下の過料に処

することとしています。 
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９. 職員の研修の状況 

 

◎ 令和７年度実績 

区分 研修数 参加者数 

人権研修 ２ 886 人 

階層別研修 ７ 45 人 

専門研修 ５ 729 人 

再任用職員研修 １ 51 人 

その他研修 ２ 16 人 

計 17 1,727 人 

※ 大阪市、八尾市、松原市及び守口市からの派遣職員を含む。 

 

 

 

＜研修体系＞ 

 

 

 

 

 

 

  

階層別研修 専門研修 再任用職員研修 その他研修

〇新任管理職研修

課長代理

係長

○新任主任研修

技能統括主任

部門監理主任

業務主任

○人間力アップ研修

○ライフキャリア研修

〇中堅職員研修

〇新規採用職員研修

〇新規採用職員

フォローアップ研修

○技術研修

○資格取得研修

〇技能職員新規採用者

集合式研修

〇情報セキュリティ

研修

〇契約事務研修

人権研修

○人権研修

○コンプライアンス

研修

○業務改善に関する研修

○自主参加型外部研修

（マッセOSAKA等）

○必要に応じた研修

＜研修体系＞

大阪広域環境施設組合

○再任用職員研修
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10. 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

（１）令和７年度 定期健康診断受診状況 

   対象者数（A） 受診者数（B） 
未受診者数    

(A)-(B) 
受診率 

第１・２種  437人 434 人 ０人  100% 

特定業務従事者 279人 279 人 ０人  100% 

※ 大阪市、八尾市、松原市及び守口市からの派遣職員を含む。 

※ 健康診断受診時において病気休職・育児休業等長期不在者を除く。 

 

（２）令和７年度 公務災害・通勤災害の件数 

公務災害 通勤災害 

８ ２ 

※ 大阪市、八尾市、松原市及び守口市からの派遣職員を含む。 

 

（３）職員の福利厚生 

職員の福利厚生については、地方公務員法、地方公務員等共済組合法に基づいて実施して

います。 

① 共済組合事業について 

組合所属職員については全員（再任用短時間勤務職員を除く。）が大阪市職員共済組合

員として、短期給付事業・長期給付事業等における各種給付等の適用を受けます。派遣職

員については、派遣元の市（大阪市・八尾市・松原市及び守口市）の共済組合員として、

同様に各種給付等の適用を受けます。 

② 互助会事業について 

組合所属職員については全員（再任用短時間勤務職員を除く。）が大阪市職員互助会員

として、各種福利厚生制度の適用を受けます。派遣職員については、派遣元の市（大阪市・

八尾市・松原市及び守口市）の互助会等の会員等として、各種福利厚生制度の適用を受け

ます。事業としてはスケールメリットを活かした保険事業やライフプラン事業等があり

ます。 

 

（４）公平委員会の業務の状況（令和７年度実績） 

勤務条件に関する措置の要求の状況 該当なし 

不利益処分に関する不服申立ての状況 該当なし 

 


